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平成 30年３月 28日 

各 位 

会 社 名 株式会社トライアンフコーポレーション 

代表者名  代表取締役 小澤 勝 

（コード番号 3651  TOKYO PRO Market） 

問合せ先  経営管理部 部長 末次 達也 

（TEL 03-5332-6751） 

 

当社子会社による事業譲受けに関するお知らせ 
 

 当社子会社である株式会社アドバンス（以下「アドバンス社」といいます。）は、本日開催の

株主総会において、ブックオフコーポレーション株式会社（以下「ブックオフコーポレーション

社」といいます。）及びブックオフオンライン株式会社（以下「ブックオフオンライン社」とい

います。）が運営する東京古着事業（以下「対象事業」といいます。）を事業譲渡により取得す

ることを決議しましたので、お知らせいたします。 

なお、当該案件は、有価証券上場規程施行規則第401条第２号に規定する軽微基準に該当しておりま

すが、有用な情報と判断し任意開示を行うものです。 

 

１．事業譲受けの理由 

当社グループは、純粋持株会社である当社を中心に偉業を志す企業集団（United Enterprises of 

Triumph）を編成し、経営管理の効率化による内部成長の促進と、Ｍ＆Ａによる外部成長の加速に

よって企業価値を高めることを経営戦略としています。これは、中小企業が単独で競争力を維持

することが難しい環境において、複数の中小企業が提携して経営の合理化を図ることで、企業集

団として競争力を高めることができると考えているためです。 

アドバンス社は、かねてよりブックオフオンライン社から業務委託を受けて、古着を販売する

店舗である「東京古着」の販売代行を行っていましたが、ブックオフコーポレーション社及びブ

ックオフオンライン社が対象事業から撤退することを決定し、その事業の一部をアドバンス社に

対して譲渡することにつき打診がありました。アドバンス社は、この提案を受け入れて、対象事

業を引き継ぐことを決定しました。 

対象事業の取得後も投資を継続して内部成長を図る方針であり、当社グループの流通販

売事業の売上規模を中長期的に拡大させる方針です。 

 

２．譲受事業の概要 

（１）譲受事業の内容 

対象事業は、古着を仕入れ、デパートやショッピングモールの店舗において事業です。１週間ご

とに値下げする「カウントダウンプライス」という独自の価格戦略によって成長し、平成 29 年 10

月時点で 23 店舗の出店がありました。アドバンス社はこのうち、５店舗（東京都内３店舗、埼玉

１店舗、神奈川１店舗）を引き継いで運営する予定です。 

 

（２）譲受事業の資産、負債の項目及び金額（平成 30年３月 28日現在） 

 取得対象事業の資産及び負債の詳細につきましては、相手先との取り決めにより、開示を控えさ

せていただきます。 
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（３）譲受け額及び決済方法  

（１） 譲 受 け 価 格 10,715,569円 

（２） 決 済 方 法 現金一括支払 

 

３．相手先の概要 

（１） 名 称 ブックオフコーポレーション株式会社 

（２） 所 在 地 神奈川県相模原市南区古淵２-14-20 

（３） 代表者の役職・氏名 堀内 康隆 

（４） 事 業 内 容 中古本などの総合リユース事業 

（５） 資 本 金 3,652,394,000円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和30年12月23日 

（７） 大株主及び持株比率 
ヤフー株式会社 13.73％ 

ブックオフコーポレーション株式会社 8.97％ 他 

（８） 
当 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

（１） 名 称 ブックオフオンライン株式会社 

（２） 所 在 地 神奈川県相模原市南区古淵２-14-20 

（３） 代表者の役職・氏名 上田 宏之 

（４） 事 業 内 容 古着を仕入れて販売する古物営業 

（５） 資 本 金 100,000,000円 

（６） 設 立 年 月 日 平成15年４月25日 

（７） 大株主及び持株比率 ブックオフコーポレーション100％出資 

（８） 
当 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 該当事項はありません。 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 

４．日程 

（１） 株 主 総 会 決 議 平成30年３月28日 

（２） 契 約 締 結 日 平成30年３月30日（予定） 

（３） 事 業 譲 渡 期 日 平成30年４月１日（予定） 

 

５．会計処理の概要 

 対象事業の譲受にかかるのれんは、発生しない見込みです。 

 

６．今後の見通し 

 本件が当社連結業績に直接与える影響は、軽微であると見込んでいます。 

以上 


